




























































779収入　r 2701 174 215 56 一
23 3294
営業利益i 231 25 一44 一2 9 17 一26 211
利益率　P 8．6 14．4 一20，5 一3．6 73．9 6．4
’84　　　　r 4344 288 163 102 32 31 5003
i 195 32 一32 一5 22 16 14 一1 242
P 4．8
’89　　　　r 3990 30 103 4202
i 137 8 93 17 257
P 3．4 26．7 90．3 6．1
’91　　　　r 3866 33 77 4057
i 一75 4 30 10 一31
















エネルギー 林産品 不動産 ホテル 通信 製造 q） 合計
’85収入　r 3362 647 1407 2248 285 293 175 2193 263 10347
営業利益i 420 627 118 180 9
1
1436
利益率　P 10．5 44．6 5．2 31．1 3．8 13．9
’90　　　　r 3248 841 1352 2246 511 417 418 1677 278 10432
i 316 一22 424 15 206 58 一12 49 1034
P 9．7 一2，6 31．4 0．7 40．3 13．9 一2．9 2．9 9．9
’91　　　　r 3340 800 1280 2083 436 443 435 1546 293 10070
i 25 一39 185 一845 110 26 13 23 505






























































’75収入　r 1004 731 19 19 75 1848
営業利益1 148 14 7 3 172
利益藪％）P 14．7 1．9 36．8 15．8 9．3
’80　　　　r 2061 2602 130 37 40 4870
i 277 348 30 14 669
P 13．4 13．4 23．1 37．8 13．7
’85　　　　r 3786 3771 178 63 110 7908
i 509 290 63 33 895





















’80収入　「 2213 138 387 15 187 164 409 3513
営業利益i 374 58 158 10 129 31 一2 758
利益率（％）p 16．9 42．0 40．8 66．7 69．0 18．9 一〇．5 21．6
’85　　　　r 2147 132 513 93 282 3167
i 146 67 116 27 201 557
P 6．8 50．8 22．6 29．0 71．3 17．6
’90　　　　r 2112 28 157 2297
i 189 28 74 291




















’65収入　r 8896 36 10 1147 10079
営業損益i 一1278 一1278
損益藪％）P 一14．3 一12．7
’70　　　　r 10699 62 24 2583 13344
〃　　i 一2450 一1250
P 。22．9 一9．3
’75　　　　r 13152 229 20 6251 19632
〃　i 一8365 一4362
P 一63，6 一22．2
’80　　　　r 16679 194 40 8839 25712
〃　i 一9770 一3605
P 一58．5 一14．0























旅行代理店 3 3 302．0







4不　動　産亀 31 24 212．3百万マルク















































’70　r 570．3 一 3．8 31．9 L3 3．9 14．4 ig．9 7．9 4．9 一 0．7 659．0
P 47．0 α1 3．2 一〇．4 一〇4 L2 a1 0．4 54．5
P「 8．2 2．6 10．0 一30．8 一2．6 ＆3 63．3 57．1 8．3
P79　r 1882．3 59．4 3L4 160．8 12．4 20．6 37．9 51．4 27．5 12．3 4．5 11．3 2305．5
P 34．2 2．0 LO 駄6 一〇．8 4．0 0．3 7．3 8．2 62．3
pr 1．8 3．4 3．2 6．0 一6．5 19．4 0．8 59．3 72．6 2．7
’90　r 3276．6 172．8 2マ0．7 ｝ 一 馴 一 一 玉18．9 1Z4 723．5 368i．8
P 12．5 一152．3 1（L2 94．9 乳2 一14．9 一42．4










































































△運輸 セルナム 船舶 電力 その他 補助
口　計
’70収入　「 12665 一 91 2 1132 766 14656
営業利益P 2506
利益率pr 17．1
’75　　　　r 18076 1417 196 6 3164 1GO 22959
P 正183
pr 5．2
’80　　　　r 28693 2652 392 4061 2600 38398
P 一674
pr 一1．8
’85　　　　r 39992 3664 7137 15347 66140
P 1418
pr 2．1



































































































































鉄道のカラー 多角化規模串 方向性 関　　　連
アメリカ 貨物鉄道 鉄道なみ リストラ 垂直・水平・市場関連
カナダ　CP 貨物鉄道 鉄道なみ 拡　　大 垂直・水平・市場関連
CN 貨物鉄道・国鉄 小 縮　　小 技　術
イギリス　BR 国　　　鉄 小 技　術
フランス　SNCF 国　　　鉄 小 技　術
ドイツ　DB 国　　　鉄 小 技　術
非連邦鉄道 貨　　物 極　　小
スイス　非国鉄 旅　　　客 極　　小
日　本　J　R 国　　　鉄 小 拡　　大 垂直・
大手私鉄 地域旅客型 鉄道以上多し 拡　　大 垂直・水平・市場関連
※多角化の規模は、収入で鉄道事業と比較して判断
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注
※本項中の表について、出所の記載なきものは、対象の鉄道各年次報告書から作成した。
（1）楠田［1988］、p245。
（2）他の北米の鉄道では、サンタ・フェで共同一貫輸送は収入の約3分の1、バーリント
　ノーザンでも自動車輸送に次いで複合一貫輸送が「金のなる木」になっている。逆に石
　炭や穀物などの重量物は、トンキロや収入において輸送の主力となるが、収入、利益の
　効率についてはよいほうではない。
（3）北米の内陸部（特にアメリカ・カナダ両国の五大湖周辺）と極東、ヨーロッパとの間
　で運送される工業製品などの荷の輸出入はカナダの港（Vancouver，　Halfax，　Sent　John
　等）とアメリカの港（Seattle，　New　York等）が競合関係にあり、それに従って使われる
　鉄道の経路、路線も決まってくる。ゆえにカナダとアメリカの鉄道は競合関係にあり、
　現状では対極東ではアメリカ、対大西洋ではカナダ側の鉄道が優位な状況にある。
（4）CPやアメリカの鉄道会社の事業内容は、リスクや外部環境の変動の影響を受けやす
　い事業が多い。まず鉄道業は単価の低い財なので、少しの運賃値上げで、いともたやす
　く損益バランスが変化するという傾向を持つ。また天然資源掘削は極あてリスクの高い
　事業である。林産品や工業団地はどうしても産業需要に規定されるから景気の変動を受
　けやすい。
　　こう考えると日本の私鉄の事業内容は、うまく財務的平準化をもたらす組み合わせと
　考える。基本的には日常品（つまり需要弾力性の低い財）に焦点を当てることで、需要
　量の平準化を図る。さらに運賃の値上げ遅れ等で、たやすく損益バランスが崩れる鉄道
　事業も、不動産分譲収入で調整・補完させるという戦略を持つからだ。それ以外の部門
　の収入は比較的安定的増加をしている。
（5）例えば90年にはエネルギー関係の一一部、不動産、85年頃に林産関係の一部がスピンア
　ウト、86年、88年にそれぞれの残りを売却しているようである。
（6）第一勧銀、　1ハートの経済情報』、1992年9月。
（7）鈴木［1982］p46
（8）青木［1984】p54
（9）桜井［1991］pp48－・49
（10）桜井［1991］p49
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（資料）諸外国の鉄道産業における企業集団・経営多角化に関する状況（内山）
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